














<要約>

 少子化対策と税制は、①少子化対策の財源問題、②所得税制と家族構成の関連、③子ど

も (以下、児童と呼ぶことがある)扶養に係る諸費用と税制の 3 つの領域で制度的に関連

している。 そのうち②について主要国の制度の概要を検討すると、税制を通じて明示的

な政策を採用しているのがフランスであり、所得課税の N分 N乗方式、充実した家族手当、

その財源を確保する目的税創設などが注目される。一方、 スウェーデンでは、所得税の

誘因措置ではなく、公的支出の充実の方向での制度整備が進んでいる。アメリカ、ドイツ

では課税最低限の設定や教育費用負担の軽減に主たる関心があり、こうした配慮が、結果

として少子化対策としての効果をもっている。もっとも、各国とも財政制約のもとで政策

展開に厳しい枠がはめられつつあり、政策対象の絞り込み、雇用対策の促進につながる政

策の優先、目的税など確実な財源の確保とセットとなった政策の維持・拡充などの傾向が

強まるものと予想される。


